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予 算 特 別 委 員 会 記 録 

 

１ 日  時  令和３年３月１２日（金） 

         午前 ９時５９分 開会 

         午後 １時５６分 閉会 

 

２ 場  所  議場 

 

３ 出席委員（２４名） 

   委員長  藤 田 豊 治      副委員長 高 塚 広 義 

   委 員  小 野 志 保      委 員  片 平 恵 美 

   委 員  合 田 晋一郎      委 員  白 川   誉 

   委 員  伊 藤 嘉 秀      委 員  越 智 克 範 

   委 員  井 谷 幸 恵      委 員  神 野 恭 多 

   委 員  米 谷 和 之      委 員  篠 原   茂 

   委 員  河 内 優 子      委 員  黒 田 真 徳 

委 員  藤 田 誠 一      委 員  小 野 辰 夫 

委 員  伊 藤 謙 司      委 員  藤 原 雅 彦 

委 員  大 條 雅 久      委 員  藤 田 幸 正 

委 員  伊 藤 優 子      委 員  仙 波 憲 一 

委 員  近 藤   司      委 員  山 本 健十郎 

 

４ 欠席委員   

   な し 

 

５ 説明のため出席した者 

   市 長        石 川 勝 行    副市長          加 藤 龍 彦 

   副市長        原   一 之 

 企画部 

   企画部長       亀 井 利 行    次長（財政課長）      木 俵 浩 毅 

総合政策課長     加 地 和 弘       

 総務部 

   総務部長       赤 尾 禎 司     

福祉部 

   福祉部長       藤 田 憲 明     

 危機管理統括部長 

危機管理統括部長   庄 司 誠 一 

市民環境部 

   市民環境部長        正 夫   

経済部 

   総括次長（産業政策推進監）宮 崎   司     
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建設部 

   建設部長       高須賀 健 二     

 消防本部 

   消防長        毛 利   弘     

 教育委員会事務局 

教育長        高 橋 良 光    教育委員会事務局長    加 藤 京 子 

総括次長（文化振興課長）桑 原 一 郎    次長（教育力向上推進監） 中 上 郁 夫 

次長         矢 野 雅 士    次長（社会教育課長）   髙 橋 利 光 

次長（学校教育課長） 井 上   毅    次長（スポーツ振興課長） 佐 薙 博 幸 

学校給食課長     安 藤 寛 和    学校教育課指導主幹    矢 野 誠 治 

学校教育課指導主幹  畑 野 一 恵    学校教育課指導主幹    守 谷 憲 二 

学校教育課指導主幹  鴨 田 礼 子    発達支援課指導主幹    丸 山 泰 浩 

 農業委員会事務局 

   事務局長       藤 田 和 則  

 出納室 

   会計管理者（出納室長）和 田 昌 志     

 監査委員事務局 

  代表監査委員     寺 村 伸 治        監査委員事務局長     櫻 木 俊 彰 

 選挙管理委員会事務局 

   選挙管理委員会事務局長（ＩＣＴ戦略課長）山 内 嘉 樹 

 港務局事務局 

   港務局事務局長    黒 下 敏 男        

 上下水道局 

上下水道局長     秋 月   剛    総括次長（下水道建設課長）牧 谷 和 弘 

次長（企業総務課長） 高 橋   司    次長（企業経営課長）   神 野 賢 二 

   次長（水道工務課長） 丹 下 輝 彦    水源管理課長       曽我部 浩 樹 

   下水道建設課参事（下水処理場長）久 門 信 一 

 

６ 委員外議員  

   議 長  永 易 英 寿           副議長  田 窪 秀 道 

  

７ 議会事務局職員出席者 

   議会事務局長  岡 田 公 央            議会事務局次長  飯 尾 誠 二 

   議事課議事係長 和 田 雄 介            議事課主任    村 上 佳 史 

 

８ 付託案件 

   議案第１３号から議案第２２号 

 

９ 会議の概要 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

  午前 ９時５９分開会 

＜第７グループ＞ 

議案第13号 令和３年度新居浜市一般会計予算 

＜質 疑＞ 

○委員長（藤田豊治） 初めに、資料の配付につ

いてお知らせします。昨日の第４グループ、別子

山地区給油所確保事業に関して、理事者から資料

の提出があり、委員の皆さんのお手元に配付して
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おりますので、御確認をお願いします。 

小学校就学援助費 

○委員（片平恵美） 小学校就学援助費につい

て、前年より469万円減額の理由を教えてくださ

い。対象となる児童数は、何名でしょうか。 

○井上教育委員会事務局次長（学校教育課長） 

令和３年度の予算を組むに当たり、就学援助の実

態に合わせて精査をした結果、令和２年度に比べ

て減額となったものです。対象児童数は、625名

を見込んでいます。 

○委員（片平恵美） たしか国庫補助が２分の１

ということであったと思いますが、国からの財源

を見ますと、５万4,000円になっています。これ

は要保護児童の分しか補助されないということ

で、あとは準要保護の児童ということでいいでし

ょうか。 

○井上教育委員会事務局次長（学校教育課長） 

準要保護については、一般財源で対応していま

す。 

○委員（片平恵美） 入学前支給について、いつ

支給されるのか教えてください。 

○井上教育委員会事務局次長（学校教育課長） 

現在、申請を受け付けており、入学前にお渡しす

るということで準備をしている状況です。 

○委員（片平恵美） この時期には、まだ支給さ

れてないということですね。 

○井上教育委員会事務局次長（学校教育課長） 

後ほどの答弁で構いませんか、申し訳ありませ

ん。 

広瀬歴史記念館管理運営費 

○委員（小野志保） 今年度より561万2,000円増

えており、予算が２年連続して増えていますが、

増額の理由は何ですか。 

○桑原教育委員会事務局総括次長（文化振興課

長） まず、令和２年度予算が前年度と比較して

増額となった理由は、自家用電気工作物による事

故防止のため施設修繕料を計上したこと、及び消

費税増税に伴い維持管理に係る委託料の額が上昇

したこと等が上げられます。 

次に、令和３年度予算が増額となる理由は、広

瀬歴史記念館収蔵庫の消火設備である二酸化炭素

容器弁の更新等に係る費用を計上したこと、及び

広瀬公園維持管理業務の作業員の数を増やす仕様

としたためです。 

いじめ・不登校問題等対策費 

○委員（河内優子） 不登校生徒が増えていると

お聞きしますが、現在の相談員人数にて、対応可

能とお考えですか。不登校の親御さんのサポート

が必要と考えますが、取組をお伺いします。上部

にて、適応指導教室を設けるお考えはあります

か。 

○井上教育委員会事務局次長（学校教育課長） 

対応状況については、現在、適応指導教室あすな

ろ教室指導員は４名ですが、スクールソーシャル

ワーカーの配置人数を過去増やしており、現在こ

の予算にて３名、他の予算にて３名の合計６名が

対応し、来年度においてもスクールソーシャルワ

ーカー６名で対応することとしています。その

他、市や県の予算において、相談体制を整えてお

り、現在のところ、学校や子どもたちの実情に合

わせた対応ができているものと考えています。 

サポートについては、適応指導教室あすなろ教

室では、学期末に保護者個別懇談会を開催するほ

か、随時、相談を受け付けています。また、各学

校においては、担任、学年主任、生徒指導主事、

配置されている相談員等が保護者との窓口となっ

ています。また、スクールソーシャルワーカーに

よる保護者に対する相談、支援及び情報提供を行

うことで、サポートを行っています。 

上部への設置については、施設の設置場所や指

導員の配置、増員等の費用面の検討も必要であ

り、来年度においては、上部に設ける考えはあり

ません。 

○委員（合田晋一郎） いじめ・不登校問題への

取組内容は、どのようなものか教えてください。

また、対策費は減少傾向にあるのですが、新たな

取組等検討されているか。適応指導教室の充実

に、どのように取り組まれていますか。また、フ

リースクールヘの対応について、どのように認識

されているかお伺いします。最後に不登校問題だ

けではありませんが、不登校問題の解決にもつな

がる夜間中学の検討はされていますか。 

○井上教育委員会事務局次長（学校教育課長） 

まず、いじめ問題への取組としては、まずいじめ

の早期発見のために、日頃から児童生徒が教員に

相談しやすいような信頼関係を構築し、絆アンケ

ートや教育相談を実施し、実態を把握していま

す。いじめの兆候を発見した場合は、問題を軽視

することなく、早期に適切に対応し、いじめられ

ている児童生徒の苦痛を取り除くことを最優先に
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迅速な指導を行い、学校内の教職員が情報共有

し、組織的に対応しています。保護者への連絡を

適切に行い、継続的に指導や支援を行います。場

合によっては、スクールカウンセラーやハートな

んでも相談員等との相談活動を実施し、心のケア

にあたります。次に、不登校問題についての取組

ですが、学校内の生徒指導委員会等で不登校児

童・生徒について情報共有し、対応の仕方につい

て意識統一を行い、校長、教頭、学級担任、生徒

指導主事、学年団、不登校等対策非常勤講師等で

組織的に対応します。スクールカウンセラーやハ

ートなんでも相談員とも連携を図り、相談体制の

充実に努めています。また、適応指導教室やスク

ールソーシャルワーカーなど関係諸機関とも連携

しながら、個に応じた対応をしています。 

新たな取組については、現在実施している内容

を工夫し、いじめ・不登校問題等の解消に向けて

取り組んでいきます。 

適応指導教室の充実については、適応指導教室

あすなろ教室では、登校児童・生徒の学校以外の

学習等の支援の場として、再登校や進路実現など

を身近な目標としながら、社会的な自立を目指

し、教育相談や支援、指導を行っております。相

談活動は随時行っており、また、児童生徒一人一

人の状況に応じた体験入級を行い、スムーズに入

級できるように配慮しています。学期末には、保

護者個別懇談会、学期ごとの担任との連絡会を行

い、家庭や学校との連携を図っています。また、

臨床心理士による年間10日のカウンセリングや、

専門の講師を招聘した教科学習や創作活動、近隣

の高等学校の先生方による進路相談会等を実施し

ています。 

フリースクールについては、現在、適応指導教

室あすなろ教室において学校復帰や進路実現など

を目標として支援、指導を行っています。しかし

ながら不登校の要因や背景が多様化、複雑化して

いることから、個に応じた一層の支援、対応を図

るため、児童生徒が多様な選択ができるようフリ

ースクール等の民間団体との連携を進めていく必

要があるものと考えています。 

夜間中学の検討については、昨年10月に愛媛県

教育委員会から各市町あてに夜間中学についての

アンケートの依頼があり、本市では昨年10月から

今年１月末までの４か月間、本庁、川東支所等を

はじめ、各校区の公民館等でアンケートを実施 

しました。まだ、愛媛県教育委員会のアンケート

結果は示されていませんが、県の動向を注視して

いきたいと考えてます。 

○委員（合田晋一郎） 前の議会答弁でも夜間中

学については注視していきたいというような回答

もありましたが、今回四国内で徳島県と高知県が

来年度開設、香川県も次の年の４月に開校という

ことで動きが出ており、新聞報道等でも愛媛県自

体はまだ検討はされていないということでした

が、今後アンケート調査の結果等を踏まえて出て

くると思いますが、実際に夜間中学を設置するの

は市、町単位が主体となってくると思いますが、

今の段階で何らかの検討を進めるような取組等は

今のところは全くないということでしょうか。 

○井上教育委員会事務局次長（学校教育課長） 

夜間中学について具体的な検討は今のところして

いません。 

○委員（神野恭多） 今の答弁の中で新たな取り

組みであまり積極性を感じなかったというのが正

直なところですが、現在あすなろ教室や、スクー

ルソーシャルワーカーの力を借りながら様々な方

向から対応をされており、今の対応で十分だとい

う認識の答弁に感じましたが、まずは学校復帰を

前提に全て考えられているというところを少しず

つ変えていく必要性を感じています。社会復帰が

大前提であるべきお子さんも実際にいらっしゃい

ますし、そういったところに対してフリースクー

ルであったり適応指導教室のさらなる増設なども

必要になると感じますが、先ほどの答弁で上部に

適応指導教室を設ける考えは来年度に関してはな

いということでしたが、今後必要と感じますが、

どう考えていますか。 

○井上教育委員会事務局次長（学校教育課長） 

中学生についてはあすなろ教室に自転車で来れま

すが、小学生については保護者の方が送り迎えを

している状況であり、上部、川東等に設けると環

境的には不登校の児童生徒にとっては便利になろ

うかと思います。必要性はありますが、費用等の

関係もありますので、将来的に検討をしていきた

いです。 

○委員（神野恭多） 学校の先生から見た視点と

いうことでいろいろ対応されていると思います

が、学校の先生からだけではなく、主体が子供で

あって、その保護者であって、そういう方々が学

校と関わりたくないお子さんだったり保護者だっ
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たりというところに対して新しい関わり方が必要

になるかと思いますが、そのあたり何か新しいこ

とを今後検討することがあれば教えてください。 

○井上教育委員会事務局次長（学校教育課長） 

不登校児童生徒に対しては必要があればスクール

ソーシャルワーカーが中に入り、福祉的な視点で

も、状況を把握し対応しています。現在はそのス

クールソーシャルワーカーの対応に期待している

ところです。 

○委員（米谷和之） 私がある父兄、子供さんに

お話を伺いました。この場合いじめではなく貧困

の関係だったのですが、スクールカウンセラーと

いうものを聞いたことはあるけど、あまりよく知

らないと子供さんも父兄の方も言っていました。

スクールカウンセラーについて父兄の方や子供に

どのように周知を図っていますか。また、スクー

ルカウンセラーがどのように子供と接触していま

すか。子供がスクールカウンセラーに相談したい

という時に、相談できるような体制になっていま

すか。どういう形で相談を受け付けていますか。 

○矢野教育委員会事務局次長 まず、周知につい

ては、年度初めに各学校から案内文書を配布し

て、ハートなんでも相談員、スクールカウンセラ

ーに関してこういった相談体制が整っていますと

周知しています。スクールカウンセラーの相談体

制については、基本的には中学校配置となってい

ますが、相談が必要なケースに関しては、それぞ

れ学校で教頭や擁護教諭が窓口となって、保護者

から相談があるということになれば、スクールカ

ウンセラーにつなぎ、学校の相談室で相談をする

というような形になっています。必要があれば小

学校にもスクールカウンセラーが向かうという体

制です。 

○委員（米谷和之） 子供が直接スクールカウン

セラーのところにいって話を聞いてもらうことも

可能ですか。 

○矢野教育委員会事務局次長 そういったケース

もあります。基本的には窓口が養護教諭や教頭に

なっているケースが多いと思いますが、相談室に

は週に１回程度います。相談日をきちんと掲示を

していますし、カウンセラーからも気軽に声をか

けてくれるように児童生徒に周知しているので大

丈夫だと思います。 

コミュニティ・スクール推進事業費 

○委員（神野恭多） 具体的にどういった講師を

呼ばれる予定ですか。コーディネーターの確保や

その育成のお考えはありますか。 

○井上教育委員会事務局次長（学校教育課長）  

 コミュニティ・スクールにおけるコーディネー

ターに関する講師としまして、元宇和島市立吉田

中学校長で、文部科学省のＣＳマイスターである

西村久仁夫さんをお招きしたいと考えています。

そのほかに、アドバイザーである西村先生の意見

を伺いながら、県内外で活動されている先進校の

コーディネーターあるいはＣＳマイスターを招き

たいと考えています。 

 またコーディネーターの育成研修の実施をこの

事業で行うとともに、新居浜市コミュニティ・ス

クール推進協議会において、各校区の実態につい

てアンケート調査を実施して把握しながら、本市

における学校と地域の連携、協働を推進するコー

ディネーターの在り方について調査研究を行い、

各校区の課題解決を図りながら、市内全体でのコ

ーディネーターの育成配置につなげていきたいと

考えています。 

○委員（神野恭多） 各コミュニティ・スクール

のコーディネーターを要請する声はかなり大きい

とは思います。教育委員会として、まずは地域で

探して、地域で育てていけるような体制づくりを

どのように導いていくのですか。また、教育委員

会からどういう形でお願いするのかで、働ける幅

というのが広がったりするのでないかと思うので

すが、そのあたり何か考えていることがあったら

教えてください。 

○井上教育委員会事務局次長（学校教育課長） 

コーディネーターについては、それぞれの地域の

中で活躍いただける方ということで、人選につい

ては、各校区の中でお願いするようになります

が、コミュニティ・スクール推進協議会におい

て、情報交換をしながら、先進的な取組を紹介す

る中で、コーディネーターについての役割等も研

修を行いながら人選のほうをお願いしたいと考え

ています。 

 そして、コーディネーターについては、この予

算ではありませんが、地域学校協働活動の予算で

各校区の必要に応じて、コーディネーター等に対

する予算については、そちらのほうで検討してい

ただけたらと考えています。 

○委員（合田晋一郎） 今回市長部局で公民館等

の地域運営組織を形成して、組織運営を考えてい



令和３年３月12日（金曜日） 

 

－6－ 

ます。コミュニティ・スクールを推進するに当た

って、そういった組織との連携も検討されていく

のですか。 

○井上教育委員会事務局次長（学校教育課長） 

連携については、現在、まだ考えていませんが、

基本的には、地域で活動されている方というの

は、地域コミュニティ・スクールにも、そういっ

た協議会等にも関わってくださるような方ではな

いかと思いますので、そういった中で、情報共

有、連携を図っていけると思います。 

放課後まなび塾推進事業費 

○委員（篠原茂） 放課後まなび塾の推進事業費

2,883万2,000円について、３点お伺いします。 

 これまで実施してきて、どれだけの学力向上の

成果が見られているのか。 

 そして、学力状況調査の結果は、ここ数年、ど

のように推移しているのか。エビデンス、数字で

示して説明をお願いします。 

 ２番目に、現状は、宿題が授業の中心のようで

すが、これまでは学力でつまずいている児童のバ

ックアップにならないかと思いますが、３年度の

取組はどう変化するのか、教えてください。 

 まなび塾が１時間のところもありますが、学校

によって差があるのは公平の原則に反すると思い

ます。全授業は統一し、最低でも２時間は必要と

考えます。予算が不足であるならば、一定の負担

を求めるべきではないかと思いますが、いかがで

しょうか。 

○井上教育委員会事務局次長（学校教育課長） 

まず、１点目の学力向上の成果等についてです。 

 放課後まなび塾は、平成26年度に２校が開設

し、令和元年度には別子を除く15小学校で開設し

ており、ここ数年の学力・学習状況調査の結果に

ついては、市内の小学生の正答率は、全国平均値

よりも低い状態が続いておりましたが、令和元年

度は、全国平均値と同等となりました。令和２年

度の学力・学習状況調査は、新型コロナウイルス

感染症の影響で統一した実施ができず、単純に比

較はできませんが、令和元年度よりも正答率は上

がっており、一定の学力向上の成果が見られてい

ると考えています。 

 ２点目です。各校区で宿題以外にも愛媛県作成

の学力向上シートを活用した学習やプリント学

習、読書等にも取り組んでいただいています。学

力でつまずいている児童のバックアップについて

は、令和３年度も引き続き教育研究所の指導員と

連携して、さらなる学習プログラムの充実を図る

とともに、各まなび塾での実施についてサポート

していきたいと考えています。 

 ３点目の時間についてでです。現在のまなび塾

の開設については、各学校や地域の実情に応じて

開設日や開設時間等を学校と指導員が協議した上

で実施しています。また、令和２年度は、新型コ

ロナウイルス感染症の拡大防止のため、通常時よ

り開設時間を短く設定した校区もあります。今の

ところ、全授業条件を統一することは考えていま

せん。また、一定の負担についても、求めない考

えでです。 

○委員（篠原茂） まなび塾にはタブレットを配

布していると思いますが、タブレットをどのよう

に活用していますか。 

○井上教育委員会事務局次長（学校教育課長） 

学習ソフトが入っているタブレットが配置されて

いるところについては、その学習用のソフトを活

用しています。 

 また、プログラミング教育を応援いただいた中

で実施している校区もございます。 

スクール・サポート・スタッフ配置事業費 

○委員（篠原茂） スクール・サポート・スタッ

フ配置事業費は、1,652万円ですが、この事業は

何をするのでしょうか。どのような条件で選んで

いるのでしょうか。そして、なぜ全学校に配置し

ないのでしょうか。 

○井上教育委員会事務局次長（学校教育課長） 

事業内容については、スクール・サポート・スタ

ッフは、教材作成の補助や各種調査の集計など、

教員の事務業務の補助を主な業務としており、教

員の負担軽減を図り、児童生徒への指導や教材研

究等、教員が本来業務に注力できる体制整備を目

的として小中学校に配置しています。 

 ２点目の基準でについてです。 

 人選については、ワード、エクセル等のパソコ

ン基本操作ができる方を応募条件とした上で、ハ

ローワークを通じて志のある方を広く募集してい

ます。 

 学校現場で働くということを念頭に、職務に適

応する能力を有するかどうか判断するため、応募

者との面接により、積極性、適応性、協調性等の

人物所見を行い、適性のある人材を選定していま

す。 
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 配置については、今年度は７人の配置ですが、

来年度は20人を予算要望しています。県の補助事

業であることから、最終的な配置人数は、県の内

示人数により決定しています。 

 今後の拡充については、学校現場からの要望が

強く、配置効果も高いと検証されていることか

ら、別子小中学校とひびき分校を除く市内小中

25校への配置に向けて、来年度以降も要望してい

きたいと考えています。 

小中学校ＩＣＴ環境整備推進事業費 

○委員（伊藤優子） 国のＧＩＧＡスクール構想

に基づき、タブレット端末や電子黒板などを活用

した学校のⅠＣＴ化を進めていると思いますが、

先生の指導は順調に進んでいますか。 

○井上教育委員会事務局次長（学校教育課長） 

教員のスキル向上を図り、全教員を対象としたタ

ブレット端末の基礎研修、ＩＣＴ支援員による校

内講習会等を行っています。児童生徒の本格的な

使用は令和３年４月からですが、現在、教員は情

報モラルや情報セキュリティの学習を行いなが

ら、本格稼働に向けて予定どおり進んでいます。 

○委員（大條雅久） ＧＩＧＡスクール構想に基

づいてハード面が整備できた場合、オンライン授

業なども実施可能になりますか。また、例えば新

型コロナウイルス感染症対策で学校へ登校できな

くなった生徒に対して在宅授業を実施するという

こともできますか。整備された機器を使った、校

長会や学校間の担当教諭間のオンライン会議も想

定していますか。 

○井上教育委員会事務局次長（学校教育課長） 

令和３年度は学校内でタブレットを使用していく

ということにしているため、学校内でのオンライ

ン等は可能と考えています。在宅については、今

年度予算で動画作成をしており、インターネット

でも見ることができる状況であるため、そういっ

たものを在宅で活用できると考えています。 

○矢野教育委員会事務局次長 オンライン開催に

ついては、校長会だけでなく他の校務分掌での会

議等も実施してみようと考えています。 

○委員（大條雅久） 生徒が家にいて先生が学校

などからライブで指導するという使い方を目指し

ているのかどうか、ＧＩＧＡスクールの将来像を

聞かせてください。 

○矢野教育委員会事務局次長 技術的には可能で

す。対面での授業とオンラインでの授業のハイブ

リッド化は文部科学省もいわれており、臨時休業

等が重なって登校できないという場合にオンライ

ン授業をすることは当然目指していこうと考えて

います。 

○委員（神野恭多） タブレット等のリース契約

は何年で、リースアップという概念はあるのかと

いうことと、今使う端末はプレゼンテーションで

選ばれていますが、何年間これを使用し、何年後

に見直すという計画があれば教えてください。 

○井上教育委員会事務局次長（学校教育課長） 

タブレットについてはソフトバンク共同企業体と

リース契約をしており、令和２年11月１日から５

年間、令和７年10月31日までの契約になっていま

す。次回については、契約期限前に検討する予定

です。 

○委員（神野恭多） 校務支援システムも５年後

に新たなものに変えるとなると非常に大変だと思

いますが、世間一般的に使えるようなものなのか

どうか、教えてください。 

○井上教育委員会事務局次長（学校教育課長） 

校務支援システムについては、令和元年９月１日

から５年間の契約であり、令和６年８月31日で期

限が切れるため、その時期に検討することになっ

ています。現在のシステムについては、東予管内

で同じものを使っています。 

○委員（米谷和之） タブレットを自宅に持って

帰ることも想定するのであれば、インターネット

環境のない家庭に対してインターネット環境を整

えるための助成金を出すということも想定しない

といけないと思いますが、どうですか。 

○井上教育委員会事務局次長（学校教育課長） 

タブレットの持ち帰りについては、令和３年度は

試行期間としています。小中学生が使うタブレッ

トは、ＬＴＥ対応可能なものになっているため、

自宅でも対応できます。 

小中学校感染症対策費 

○委員（神野恭多） 消耗品や医薬材料、器具の

具体的な購入予定品を教えてください。 

○井上教育委員会事務局次長（学校教育課長） 

消耗品費としまして、消毒用アルコール、フェー

スシールド、ペーパータオル、使い捨て手袋を、

医薬材料費としまして、手指消毒液、非接触体温

計を、器具購入費としまして、サーキュレーター

等感染症対策に係る物品の購入を予定していま

す。 
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○委員（神野恭多） 補正の学校教育活動継続支

援事業補助金のほうでも消毒液や、消耗品の購入

を上げられていましたが、そういうのも含めて、

この300万円があれば来年度は乗り切れるという

考えですか。 

○井上教育委員会事務局次長（学校教育課長） 

今回、補正予算で上げています学校保健に関する

費用でですが、3,080万円ということで、この別

途補正予算については、各学校の裁量で予算配分

していますので、来年度につきましても、基本的

には補正予算で対応するということでしていま

す。 

 そして、こちらの予算については、教育委員会

で主催する研修への対応や、どうしても市内全域

で必要なものが発生した場合、学校裁量の部分で

はない市内全域の場合に、こちらの予算で対応し

たいと考えています。 

小学校教育充実費 

○委員（神野恭多） 別子図書館のデジタル図書

との関係をどう図られますか。 

○井上教育委員会事務局次長（学校教育課長） 

デジタル図書については、著作権の関係で、児童

が学校の授業で使用することはできませんが、

個々に行う調べ学習や日常の読書活動において

は、学校図書館に備えている図書の利用と合わせ

ての利用は効果的でありますことから、今月発行

予定の学校図書館支援センターだよりにおいて

も、このデジタル図書の利用方法等について紹介

し、児童の読書活動を推進していきたいと考えて

います。 

別子中学校学び創生事業費 

○委員（神野恭多） 地域の方とのつながりは、

どのようになっていますか。また、委託先はどの

ようなところですか。新たな展開を含めた、出口

戦略をどのように検討していますか。 

○井上教育委員会事務局次長（学校教育課長） 

地域とのつながりについては、別子の自然の中

で、地域とともに前向きに生き抜き、たくましさ

を育む活動を行っており、地域を知る、地域に学

ぶ、地域を発信するを主眼にして、ＥＳＤと関連

づけながら、地域の方々とのつながりを大切にし

て、様々な交流や体験を行っています。 

寄宿舎の運営委託先ですが、条件として過去５

年以内に寄宿舎、共同住宅、児童福祉施設等の調

理業務及び維持管理業務の実績を有する等の諸条

件を満たす事業者の中から一般競争入札により委

託先を決定する予定にしています。 

新たな展開ですが、出口戦略については、教育

の成果の検証には、ある程度の長いスパンが必要

であるため、１期生がまだ高校２年生である現在

においては、その検証途中であり、新たな展開を

模索するには時期尚早かと思われます。今後更に

検証を深め、必要に応じて出口戦略を検討してま

いりたいと考えています。 

○委員（神野恭多） 検証はまだ早いということ

ですが、そもそもは造るときに出口をつくらなけ

ればならなかったと感じますが、仮にいつを目途

に検証を行っていこうと考えているのですか。 

○井上教育委員会事務局次長（学校教育課長） 

具体的な時期については未定ですが、今高校生で

すので、将来社会人等になったときの状況も踏ま

えた中で、これから卒業していく子供の状況も見

ながら検討していきたいと考えています。 

○委員（山本健十郎） もともと別子中学校の開

設については、地元の要請の中から生まれてきた

ことで、今は市内の生徒だけですが、市外も入れ

て５人ずつという形で進んでいたように思います

が、気になるのは、中学校を卒業した方は、市内

の高校に行っているのか、それとも市外に行って

いるのか、その辺が分かったら教えてください。

また、今在校生はどれぐらいで、委託先はどこの

業者が入って、どういう運営をされていますか。 

○井上教育委員会事務局次長（学校教育課長） 

令和２年度までについては、市内から５人を募集

ということで、現在３学年で15人といったところ

ですが、令和３年度からは定員を１人増やし６人

にしていくということで、３年後には３学年で

18人になります。進学先については、現高校１年

生と２年生ですが、10人全て市内の高等学校また

は高等専門学校に行っている状況です。委託先に

ついては、現在エムアンドエムサービスという業

者で、３年間の契約で今年度契約が切れますの

で、新たに３年間の委託契約を結ぶ予定でいま準

備を進めています。エムアンドエムサービスにつ

いては、大阪に本社があり、研修所や保養所の運

営実績があります。 

○委員（山本健十郎） 当初、市内５人、市外５

人という構想でしたが、市内の希望者が非常に多

いということで急遽市内の生徒だけにしたと思っ

ています。市内の希望者はどれくらいいますか。 
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○井上教育委員会事務局次長（学校教育課長） 

令和３年度に向けまして、16人の応募がありまし

た。ちなみに令和２年度については、出願者数

は、25人といった状況です。 

○委員（山本健十郎） 定員に対してかなり多い

です。当初は、市外からも参入させるといった話

で進めていましたが、そういう考えはないのです

か。 

○井上教育委員会事務局次長（学校教育課長） 

当時、建設も含めた中で、将来的には、市外から

の募集を行う予定といったことで当初計画してい

ましたが、寄宿舎を建てるに当たっては、18人が

入れる宿舎になっていますので、現在、毎年１人

ずつ増やしていく状況ですので、３年後の18人に

なった状況を踏まえた中での将来的な検討になる

と思います。 

部活動指導員配置事業費 

○委員（伊藤嘉秀） 配置構想と人数、それと種

目を教えてください。 

○井上教育委員会事務局次長（学校教育課長） 

現在、部活動指導員は３人います。西中学校の女

子ソフトテニス部、北中学校の女子バレーボール

部、角野中学校の男子サッカー部でです。令和３

年度の予算は４人で予算要望しており、現在との

差１人分については、新たな指導員の配置が必要

となった場合に備えた予算対応としています。 

青少年育成強化費 

○委員（小野辰夫） １番目、この新規事業はど

ういう内容でしょうか。 

 ２番目、成人式において、愛媛県内記念品や記

念撮影、記念植樹など、本市における記念式典と

はどういうものでしょうか。 

 ３番目、成人式対象者の過去のアンケートはあ

るものの、16歳、17歳、18歳のアンケートだと思

います。やはり、人生の先輩、30代、40代の先輩

の意見などの参考したものはないでしょうか。 

○髙橋教育委員会事務局次長（社会教育課長） 

まず、１点目の質問ですが、成人式開催事業費

は、成人式典に係る経費であり、その内訳として

は、手話通訳者、要約筆記者等への謝金としての

報償費７万9,000円、ステージや会場入り口看

板、ステージ上生け花の費用としての消耗品費６

万2,000円、新成人への案内はがき等の印刷代と

しての印刷製本費３万5,000円、新成人への案内

はがきの郵送代としての通信運搬費８万円、白布

等のクリーニング代として手数料１万2,000円を

予定しており、合計26万8,000円でです。 

 なお、コロナ禍で令和３年成人式を延期したこ

とから、令和３年度は成人式を２回開催するため

の経費を計上しており、総額では53万6,000円と

なっています。 

 次に、２つ目の御質問ですが、本市の成人式典

は、これまでと同様、新成人に向けて市長及び御

来賓の皆様から、新成人に向けての祝辞を頂戴す

る予定としています。また、新成人を代表する男

女各１人に成人式典の司会を、また新成人を代表

して、男女各１人にこれまで育てていただいた方

への感謝やこれからの抱負、決意などを新成人の

主張として発表していただく予定としています。 

 なお、司会及び新成人の主張については、原則

として、市内の各校区、地区の輪番とし、その地

域出身の新成人にお願いしているところでです。 

 また、成人式の記念品については、平成30年度

に市内の高等学校、高等専門学校に在籍する１年

生から３年生までを対象に行いました成人式につ

いてのアンケート調査において、記念品はなくて

もよいと回答された方が過半数を超えておりまし

たこともあり、現時点において記念品の贈呈は考

えてはおりません。 

 次に、３点目の質問ですが、近年、成人式の案

内はがきにて、成人式の実施日や実施時間帯につ

いて、また平成30年度には、市内の高等学校と高

等専門学校の１年生から３年生まで、約3,600人

を対象として、成人式の対象年齢、式典の内容、

記念品についてのアンケート調査を実施してまい

りました。成人式の主役は、新成人となられた皆

様でです。まずは新成人やこれから新成人となら

れる皆様の御意向を重視してまいりたいと考えて

います。 

 なお、これまで成人式につきまして、30歳代や

40歳代の先輩方の意見を特別に聴取した事例はあ

りません。 

○委員（小野辰夫） 愛媛県下を見ましても、記

念品や記念撮影がないのは、新居浜、西条、大

洲、このあたりだと思います。ほかはほとんど記

念品や植樹、それから郷土史、これを渡していま

す。ですから、その成人の人が、将来、あのとき

よかったという物を、何か記念する物が必要じゃ

ないかと思いますが、そのあたりのお考えはあり

ませんか。 
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○髙橋教育委員会事務局次長（社会教育課長） 

県内各地で記念撮影等も行われていると伺ってい

ます。その撮影のことについても検討したことが

ありますが、現在のところ、皆さん、スマホ等で

友達同士撮影されているというようなことで、あ

えて一堂に会して撮影するといったことがあまり

されておりません。ただ、撮影場所においては、

出身学校ごとに集まって撮影をされているといっ

た様子も見受けられます。これらは、各個人の方

が行っておられることであります。小野委員さん

から指摘を受けましたことも踏まえ、今後はどう

いった在り方がいいのであろうかというようなこ

とについて、先進事例、現場を見ながら検討して

まいりたいと考えています。 

○委員（小野辰夫） 去年式典に参加させていた

だきました。そうしたら、ロビーに七、八百人参

加する中で、１割が会場の中に入らないという状

態が続いているわけですね。これも意見を聞かな

いと分かりませんが、非常に魅力がないんじゃな

いかと。ただ友達と話すのが楽しいのか、よく意

見は聞いていませんが、その辺りを含めて検討を

願いたいと思います。 

○髙橋教育委員会事務局次長（社会教育課長） 

私ども現場を見ていますので、それらのことの改

善に向けて努力してまいりたいと考えています。 

○委員（神野恭多） 記念撮影というより、スマ

ートフォンで各自撮るというのは、もうこれは時

代だと思うので、他市なんかでもやっているイン

スタ映えするようなフォトスポットっていうのを

造るお考えがないのかというのと、西条、今治の

ほうがもう予定を出されましたが、新居浜市の御

予定があれば教えてください。 

○髙橋教育委員会事務局次長（社会教育課長） 

フォトスポットについては、今回、新型コロナウ

イルス感染症の関係で、どこか記念撮影でもでき

るようなところはないかというようなことも検討

しておりました。ただ、スポットを設けても、や

はり集まって密になってしまうだろうということ

で、今回は見送ったわけでです。今後、コロナが

収束していきましたら、そういったスポットを検

討する余地はあるのではないかと考えています。 

 次に成人式の予定でですが、先般西条市が５月

２日というようなことを発表されました。新居浜

市については、現在、ホームページのアンケート

機能を使って、新成人、またその家族等の希望す

る時期などアンケート調査を行っています。た

だ、現時点では、新型コロナウイルス感染症の現

状、それとワクチン接種の現状を考えてみた場

合、まだ判断するには難しいかなと思われますの

で、いましばらくお時間をいただいて、検討を進

めてまいりたいと思っています。 

  午前１０時５９分休憩 

―――――――――― ◇ ―――――――――― 

  午前１１時１０分再開 

○委員長（藤田豊治） 初めに、先ほどの小学校

就学援助費の答弁に関し、井上学校教育課長より

発言を求められていますので、許可します。 

○井上教育委員会事務局次長（学校教育課長） 

先ほどの支払いの時期については、１月29日から

３月10日の間で、それぞれ申請後、処理を行い、

支払いについては全部完了しています。 

市民体育充実強化費 

○委員（藤田誠一） 全国大会出場奨励補助金に

ついて、この事業の目的と成果についてどのよう

に考えていますのか。２点目、全国大会に出場す

る選手とありますが、全ての全国大会に適用しま

すか。引率者並びに関係者等への対応は。期限の

制限はないのですか。 

○佐薙教育委員会事務局次長（スポーツ振興課

長） まず、１点目の事業の目的と成果ですが、

各種全国大会に出場された方が、ＰＣＲ検査を受

けることで、新居浜市に帰郷後も安心してスポー

ツや日々の生活を送るとともに、市中の感染防止

対策を充実させることを目的としています。 

 成果としては、新居浜市の全国大会出場者の心

身の負担軽減の一助となると考えています。 

 ２点目でです。適用となる選手、大会について

は、同じ行政目的にある各種全国大会出場奨励金

の交付対象者としており、予選等を通過して、全

国大会に出場される選手及び監督、コーチ等の引

率を義務づけられている方が適用されます。した

がいまして、引率を義務づけられていない引率者

及び関係者については、対象とならないため、一

般の検査を案内することとなります。 

 また、期限については、今後の新型コロナウイ

ルス感染症の拡大状況を鑑みて判断してまいりた

いと考えています。 

○委員（藤田誠一） ＰＣＲ検査経費ですが、全

額補助になりますか。今ＰＣＲ検査は幾らするの

ですか、お願いします。 
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○佐薙教育委員会事務局次長（スポーツ振興課

長） この補助金に対しては、ＰＣＲ検査に係る

費用全てを市のほうで補助金として出していま

す。係る費用としては、検査キット代金、それを

送る郵送費になります。検査キットについては、

１個当たりで2,100円、郵送料については、何口

送るかによって変わってまいりますので、現在は

郵便局で送るようになっていますので、費用につ

いては1,500円か2,000円程度だと思われますが、

すみません、詳しくは分かりません。 

○委員（小野志保） 校区体振は、学校開放を利

用していない地域のスポーツ団体さんを把握して

いますか。また、その対象をお教えください。 

 ２点目、この委託先の校区体振が、実施すると

想定される地域スポーツ育成事業とは何でしょう

か。 

○佐薙教育委員会事務局次長（スポーツ振興課

長） まず、１点目ですが、体育振興会では、学

校開放運営委員会に提出される団体名簿により、

校区内の活動状況を把握していますが、個々のチ

ームにおいては、学校体育施設開放外で活動され

ている団体については把握していない場合もあり

ます。 

 ２点目については、地域スポーツ育成事業は、

４つのテーマによって実施されており、１つ、子

供の体力向上事業、２つ、高齢者の健康増進事

業、３つ、地域コミュニティ推進事業、４つ、地

域スポーツクラブ育成事業となります。各項目の

活動状況については、校区の状況に応じ、各校区

の体育振興会により計画され、実施されていま

す。 

○委員（小野志保） この把握してないスポーツ

団体については、どうされるのか、今のところお

考えはありますか。 

○佐薙教育委員会事務局次長（スポーツ振興課

長） 本来、地域における体育振興会の役割とい

うのは、地域スポーツの担い手の中心的組織です

ので、できるだけアンテナを立てていただいて、

そういう漏れがないよう、こちらのほうから働き

かけてまいりたいと考えています。 

○委員（仙波憲一） 体育振興会の地域スポーツ

団体の把握は、学校開放の名簿だけでやってい

て、名簿に載ってないところは把握しなくていい

という考え方ですか。 

○佐薙教育委員会事務局次長（スポーツ振興課

長） 把握しなくていいではなくて、把握できな

い場合があるということでです。 

○委員（仙波憲一） 例えば学校開放委員会であ

る一つの種目団体が施設を全て押さえてしまっ

て、ほかの地域スポーツをやっている人たちが、

使うことができないと。基本的に今この調整をや

っているのは、多分公民館がほとんどやっている

のではないかというふうに思いますが、本来ある

べき姿に戻すようなつもりはありませんか。 

○佐薙教育委員会事務局次長（スポーツ振興課

長） 本来あるべき姿というのは、地域にある

方々が、自分のところの地域の学校開放施設を使

えるような形というのは当然だと思います。た

だ、１団体が独占的に取られるような、そういう

運営の仕方ではなくて、均等にある程度使えるよ

うな抽せんだとか、そういったやり方にしていた

だくような形で学校開放委員会、体育振興会を通

じて、そういった形にならないかというのを検討

していただく余地はあると思います。 

愛・野球博開催事業費 

○委員（藤田誠一） ３年間の期間限定の事業と

認識していましたが、４年目に突入する理由は。 

 ２点目、事業内容と事業費の内容をお願いしま

す。 

○佐薙教育委員会事務局次長（スポーツ振興課

長） ます、１点目でですが、2022年プロ野球オ

ールスターゲームの開催が愛媛県で決定されたこ

と及び愛媛県で３回目の開催となるオールスター

ゲームを愛・野球博の集大成と位置づけ、引き続

き愛・野球博実行委員会で、県下全域で盛り上げ

ようと取り組むために事業期限を令和４年まで延

長されたものでです。 

 ２点目事業内容については、県下20市町による

2022年プロ野球オールスターゲームを盛り上げる

プロジェクトの実施が中心となります。本市にお

きましては、市営野球場の周知パネル等の設置、

愛媛マンダリンパイレーツによる野球イベントと

コラボしたオールスターゲーム盛り上げ策の開催

などを予定しています。 

 また、事業費60万円については、愛媛県愛・野

球博実行委員会への負担金です。 

○委員（藤田誠一） 今聞きましたら、最終の予

定だということですが、オールスター戦というこ

とは、子供たちにとって間近に見えるチャンスで

です。そして、甲子園では、ちょっとでも野球人
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口や子供たちの未来を考えてネット裏を小学生に

開放しています。 

 そこで、市としてぜひオールスター戦で新居浜

市の子供たちが、バックネット裏で観戦できるよ

う積極的にその会で発信していただきたいのです

が、大丈夫でしょうか。 

○佐薙教育委員会事務局次長（スポーツ振興課

長） 確約はできませんが、そういったアピール

をさせていただくことは可能だと思いますので、

そういう会の際にお願いしてみます。 

新居浜市スポーツ未来創造事業費 

○委員（藤原雅彦） 専属のスタッフ２人を配置

して、軽スポーツの普及、競技者の裾野を広げる

ことを目的としていますが、競技者の裾野とは、

どのような競技を指すのですか。 

○佐薙教育委員会事務局次長（スポーツ振興課

長） 野球とハンドボールの２種目を、ウエート

リフティングに続く、新居浜市を代表する競技と

して底上げを図るため、小中学生の競技人口を増

やしつつ、進学後も競技を続けてもらえるような

指導を行うこととしています 

○委員（藤原雅彦） 軽スポーツの普及について

は、老若男女問わないということですか。 

○佐薙教育委員会事務局次長（スポーツ振興課

長） 老若男女問わないということです。 

○委員（藤原雅彦） 地域包括支援センターで健

康寿命の延伸ということで高齢者を中心としたス

ポーツや行事を実施していると思います。福祉部

と共同で何か実施、協議しているものはあります

か。 

○佐薙教育委員会事務局次長（スポーツ振興課

長） スポーツの目的としては体を動かす、最終

的には、心身共に健康な生活を送りたいというこ

とがあるため、保健センターとも協議し、保健セ

ンターが実施している健康プログラムの会にも参

加しており、スポーツ推進委員や体育振興会の代

表者もその委員になっています。これからも、保

健とスポーツを連携して進めていきたいと考えて

います。 

新居浜市合宿誘致事業費 

○委員（藤田誠一） 宿泊施設について具体的に

教えてください。想定されている団体、競技もお

願いします。スポーツ団体等とあるが企業の研修

合宿なども可能か、お伺いします。 

○佐薙教育委員会事務局次長（スポーツ振興課

長） まず１点目、旅館業法による営業許可を得

た市内の宿泊施設に宿泊をして行う合宿が対象と

なります。競技については、ウエートリフティン

グを想定しています。重量挙練習場については、

体育館など他のスポーツ施設と違い専用の練習場

ですので、これまでも大学のウエートリフティン

グ部や日本代表チームの合宿が行われており、本

市の競技力向上が図られると考えています。ま

た、本市が広く周知され、多くの団体に利用いた

だくことで、他の種目にも拡大が図られ本市スポ

ーツの底上げや地域経済活性化への貢献につなが

ることを期待しています。２点目については、企

業の場合も、企業の運動部活動などが市内の体育

施設を利用して行うスポーツ合宿であれば対象で

す。一般的な研修合宿については対象外となりま

す。 

学校給食多子世帯支援事業費 

○委員（井谷幸恵） 何世帯、何人分を想定して

いますか。給食費滞納者は、年何人ぐらいです

か。１食の半額を全員に補助すると、幾ら財源が

必要でしょうか、お尋ねします。 

○安藤学校給食課長 想定している人数、世帯に

ついては、52世帯、52人です。 

 次の滞納者については、令和２年10月末現在で

54人です。 

 １食を半額全員に援助する場合についてです

が、市内の小中学生全員に半額補助する場合、約

２億1,000万円の財源が必要と見込まれていま

す。 

○委員（井谷幸恵） 滞納者が54人ということで

すが、滞納者にはどのように対応されるのでしょ

うか。 

○安藤学校給食課長 まず、各小中学校の給食費

の滞納者については、各小中学校長、ＰＴＡで滞

納の整理を行っています。どうしてもその各小中

学校で対応できない場合、教育委員会としても督

促をするなり、法的措置をするなり手順を踏んで

対応させていただけたらと思っています。 

○委員（井谷幸恵） 滞納者については、保護者

との了解の下、引き落としで給食費を払うという

ことがありましたが、その方は何人ぐらいいらっ

しゃいますか。 

○安藤学校給食課長 滞納者について、私どもが

了解を得て児童手当等から引き落としをしている

世帯ということでよろしいでしょうか。 
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○委員（井谷幸恵） はい。 

○安藤学校給食課長 それについては、現在手元

に資料を持ち合わせておりません。児童手当につ

いては、年３回、６月、10月、２月にそれぞれそ

の受給者に支給されます。それに併せまして、各

小中学校にこちらのほうから対応の依頼をお願い

しまして、その状況を把握しているところでし

て、確実にそしたら毎回何人という決まりはござ

いませんので、またこの後、資料のほうをお渡し

できたらと思います。 

○委員（井谷幸恵） この施策は、平成28年４月

から第３子から無料になって、大変大きな一歩で

したが、それから５年たちましたので、そろそろ

第２ステージ、どういったことを考えていらっし

ゃいますか。 

○安藤学校給食課長 今後の多子世帯への支援事

業の拡大というお話だと思います。愛媛県内で学

校給食について経済的負担、多子世帯について行

っているのは、本市のみとなっています。現状、

今先ほども申し上げましたが、多子世帯に対する

援助をする場合に、多額の予算を必要としていま

す。すぐにというお話は、難しいとは思います

が、他市等の状況を見ながら、今後その辺につい

ては検討させていただけたらと思います。 

学校給食センター建設事業 

○委員（白川誉） 設計業務は、運用フローなど

を明確にした中で進めていますか。 

○井上教育委員会事務局次長（学校教育課長） 

現在、当整備事業の発注支援業務を受託している

株式会社長大の支援を受けながら、本年４月の整

備事業者募集公募型プロポーザルの公告に向け、

要求水準書等の作成を進めているところです。要

求水準書等の作成に当たっては、庁内の関係各課

や学校栄養教職員も参加し、新居浜市学校給食施

設整備基本計画で掲げている10の基本方針を堅持

できる施設とすべく、供用開始後の物資搬入から

始まり、調理工程や配送校への運搬の運用などに

ついて見据えた協議を行いながら、作業を進めて

います。なお、実際の設計業務については、今回

の事業方式がＤＢ方式であるため、要求水準書に

基づいて事業者が提案することとなります。 

○委員（白川誉） 従事者や学校の先生、納入業

者など、今後、変更になると想定していることを

教えてください。 

○安藤学校給食課長 設計業務のモデルプランの

策定に当たっては、学校栄養教職員の先生方にも

多数参加してもらいました。小学校と学校給食セ

ンターの大きな違いとしては、床を水で濡らさな

いようにすることで細菌の発生を抑えることにな

るため、ウエット方式からドライ方式に変わるこ

と、下処理から調理、搬出までの動線が一直線と

なるように工夫して献立の中の混入や誤配を防ぐ

ことが大きなところです。納入業者についてはあ

まり変わりがないと思いますが、配送場所が２か

所になるため、メリットになると思います。 

○委員（白川誉） パブリックコメント等で学校

給食センターに対してマイナスな声がやたらクロ

ーズアップされており、プラスの面があまり共有

されていない感じですが、現場のヒアリングの中

でのプラスの声を聞かせてください。 

○安藤学校給食課長 今までは人の力を借りて食

中毒の防止等々に努めていましたが、最新の設備

により施設的な対応ができるという点が非常に強

いと思います。センターに勤めている調理員が小

学校の調理員より数が少なく、小学校とセンター

の人事異動もないため、センターに対する不安感

が現場の声として強いところがあることから、基

本設計、実施設計ができた時点で丁寧に説明し、

不安を解消できるように努めたいと思います。 

○委員（伊藤優子） 今は地元で食材や調味料を

調達していると思いますが、センタ一方式になる

と地元食材の調達はどうなるのですか。 

○安藤学校給食課長 現在も、みそ、しょうゆ、

お酢などの調味料は、地元業者が生産したものを

使用しています。今年度の新米から、現センター

を含む自校に炊飯施設がある学校については、全

てＪＡえひめ未来をはじめ、地元生産者からの納

入品に変更しました。現在、青果などについて

は、納入業者とセンター化後の納入方法について

協議を行っています。今後も、納入業者との連携

を図り、地場産物の提供ルートの確保に努めま

す。 

○委員（山本健十郎） 令和３年度はＤＢ方式に

よる事業者募集、選定仮契約ということですが、

具体的な事業内容についてお伺いします。 

 次に、ＤＢ方式での事業発注では、地元企業の

参加はおそらく難しいと思います。東田団地の建

設の契約でも地元企業の参加が難しい状況があっ

たように聞いています。ＤＢ方式で地元企業の参

加についてどのように取り組むのか、お伺いしま
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す。 

○井上教育委員会事務局次長（学校教育課長） 

４月に公募型プロポーザル方式による整備事業者

募集の公告を行い、プレゼンテーション等を経

て、７月下旬に外部の学識経験者や庁内の職員等

で構成する選定委員会の審査により整備事業者を

選定する予定です。その後、８月上旬に仮契約を

締結し、９月議会に契約議案を提出する予定で

す。議決後直ちに本契約を締結し、整備事業者は

設計業務に取り掛かる予定です。合わせて、本市

が要求する水準どおりに施設整備が行われている

かどうかをモニタリングするために、本整備事業

の発注支援業務を行っている株式会社長大と随意

契約によりモニタリング業務を委託する予定で

す。令和３年度の予算額については、選定委員の

謝金や旅費等、事業者選定委員会の運営に係る費

用として19万4,000円、モニタリング業務委託に

係る費用のうち、令和３年度出来高相当額として

396万円、整備事業者の設計業務に係る費用のう

ち、令和３年度出来形相当額して5,049万円、合

計5,464万4,000円を計上しています。 

次に、地元企業の関係については、この施設整

備は、設計企業、建設企業、工事監理企業で構成

されるグループでの参加を想定しています。この

うち建設企業については、２社又は３社から成る

建設ＪＶによる共同方式とし、少なくとも１社以

上の地元企業の参加を要件とする予定です。ま

た、整備事業者の選定に当たっては、地域社会

 、地域経済への配慮について、審査基準の評価

項目とする予定であり、市内業者の活用や資材等

の調達など、地域経済への貢献について提案を求

めることとしています。 

○委員（神野恭多） 立地的、時期的に今建設中

のＬＮＧを活用するのではないかという声を一部

で聞いたりしますが、何か考えがありますか。 

○安藤学校給食課長 多方面でいろいろな熱源を

検討することという条件を提示しようと思ってい

ます。 

小学校施設環境整備事業、中学校施設環境整備

事業 

○委員（合田晋一郎） 今回、小中学校の施設環

境整備事業については、毎年重点事務事業として

計画的に取り組まれていたと思いますが、同整備

事業に関しましては、工事請負費が減少されてい

ますが、どのように来年度は検討されたのか、お

伺いします。 

○井上教育委員会事務局次長（学校教育課長） 

小学校施設環境整備事業についてでです。 

 学校の現地調査や定期点検の結果を見まして、

令和３年度は予算の枠内で工事内容の検討をして

います。令和２年度の予算については、校舎の雨

漏りが発生し、悪化している状況があったことか

ら、屋上防水改修工事を枠外で要望し、増大して

いましたが、令和３年度は、枠内での予算要望と

なったことによるものでです。 

 続きまして、中学校施設環境整備事業につきま

しても同様でして、令和３年度の予算は枠内で工

事内容を検討しています。令和２年度の予算につ

いては、校舎の雨漏りが発生し、悪化している状

況や駐輪場排水がないことによる水たまりの問題

も顕在化したことから、屋上防水改修工事や駐輪

場排水設備整備工事を枠外で要望し、増大してお

りましたが、令和３年度は枠内での予算要望とな

ったものによるものです。 

高齢者生きがい創造学園環境整備事業 

○委員（小野辰夫） １番目、当初、新居浜市公

共施設再編計画の対象施設であったと思います

が、4,755万2,000千円新規事業として、その理由

は。２番目、将来にわたって恒久的な使用を検討

していますか。３番目、全てのサークルを考えて

いますか。一部は分散させるのですか。 

○髙橋教育委員会事務局次長（社会教育課長） 

１点目、高齢者生きがい創造学園については、新

居浜市公共施設再編計画の対象施設となってお

り、機能移転後廃止とされています。しかしなが

ら、公共施設再編計画の方針の中で、機能移転先

として想定しておりました若宮小学校跡が、生涯

学習のまち拠点施設として新たな用途で使用する

ことになりましたことから、そこへの機能移転が

困難な状況となりました。そのため、令和３年度

当初予算案編成時に、利用者の皆様の声を考慮し

ながら庁内で協議し、高齢者生きがい創造学園

は、当分の間、現在の施設を継続使用する方針と

し、施設の耐震及び機能維持を図る改修を行う予

定としたところです。２点目、高齢者生きがい創

造学園は、鉄筋コンクリート造となっており、一

般にコンクリート躯体の耐用年数は65年とされて

いますことから、それ以上の使用については、現

時点では想定していません。新居浜市公共施設再

編計画において、機能移転後廃止となっており、
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基本的には、機能移転が行われるまでの間の使用

と考えています。３点目、高齢者生きがい創造学

園では、現在、53サークル、約1,300人の方が活

動されています。仮に工事を行うとなりますと、

利用者の皆様の安全を確保するため、工事期間中

は利用制限をする必要がありますことから、市内

の公民館等、他の施設のご利用をお願いすること

になると思います。その間については、サークル

ごとの分散での活動となりますことをご理解いた

だきたいと思います。今後、高齢者生きがい創造

学園の機能移転先の方針が決定され、実行に移さ

れるまでの間については、できる限り全てのサー

クルが、これまで同様、現施設にて活動できるよ

うに取り組んでまいりたいと考えています。 

○委員（近藤司） １点、改修等を実施するとの

ことでありますが、どの範囲まで改修するのかお

伺いします。 

○髙橋教育委員会事務局次長（社会教育課長） 

高齢者生きがい創造学園において、今回改修を予

定しているのは、耐震診断の結果、耐震補強が必

要と判断された本館建物の耐震補強工事と建物内

部への雨漏りに対応するための屋上防水改修工事

を予定しています。 

○委員（近藤司） これ以上の改修は今後ないと

いことでいいでしょうか。 

○髙橋教育委員会事務局次長（社会教育課長） 

施設自体が建築後48年経過しています。今回の調

査において運営するにあたり、喫緊を要するもの

を対応するということにしています。今後必要な

修繕等については、通常の施設修繕の中でできる

限り対応していきたいと考えています。 

○委員（山本健十郎） 予算額4,755万2,000円で

すが 、具体的な事業内容を教えてください。

我々は創造学園については解体するという話で地

元もおりましたし、広瀬公園が立派になるのでは

ないかと思っていましたが、今回いろいろな事情

で耐震化の改修がされるようになっているという

ことですが、あとどれくらいこの施設を使うつも

りなのかということと、この生きがい創造学園は

53サークルがあって、サークルがとても増えてい

ます。このサークルがそこでやらなければならな

いものなのかというのは運営の中で多分あると思

います。公民館も各校区いっぱいで、若宮小学校

もだめだったと、それで行先がないということで

した。この生きがい創造学園は継続してやってい

くつもりだとは思いますが、そうなるとあと２年

か３年か、ひとつの施設が必要になるのではない

かと思いますが、どうお考えですか。 

○髙橋教育委員会事務局次長（社会教育課長） 

まず１点目の質問についてです。高齢者生きがい

創造学園の建物は、建設後48年が経過しており、

施設、設備の老朽化が進行しています。そのた

め、現状における施設機能を把握するため、令和

２年度に、高齢者生きがい創造学園利活用調査業

務を実施しました。その結果、２階部分が構造耐

震判定指標値を満たしておらず、耐震補強が必要

であるとのことでした。また、施設の現状は、教

室内部への雨漏りがひどく、施設及び設備への影

響が大きいとのことから、早期の対応が必要とい

う状況でした。そのため、令和３年度当初予算案

編成時に、利用者の皆様の声も考慮いたしながら

庁内で協議した結果、耐震補強工事及び屋上防水

改修工事に取り組む方針となり、それらに係る設

計等の委託料として 2,255 万2,000円、本館の東

側にあるクラブハウスを解体し、当面の工事作業

スペースを確保するための造成費として 2,500万

円、あわせて4,755万2,000円となっています。２

つ目の質問についてですが、高齢者生きがい創造

学園は新居浜市公共施設再編計画においては、公

民館及び若宮小学校建物跡への機能移転という方

針で、機能移転後廃止とされています。若宮小学

校跡が生涯活躍のまち拠点施設として整備される

ことになった段階で高齢者生きがい創造学園の機

能移転が困難な状況となりました。そのため、現

在の高齢者生きがい創造学園の施設の現状を把握

し、施設運営の継続を図るため令和２年度に利活

用調査を実施したところです。その調査結果を受

けて、耐震工事等を行い、しばらくの間施設を継

続して利用するとの方針に至りました。一般にコ

ンクリートの躯体の耐用年数が65年とされている

ことから、高齢者生きがい創造学園についてもそ

れ以上の使用は想定していません。高齢者生きが

い創造学園の今後については、例えば、７年後に

耐用年数を迎える市民文化センター改築の計画に

合わせて機能移転を計画する場合には７年程度、

躯体の構造上の耐用年数を考慮した場合には、

17年程度現時点では運営継続が考えられるところ

です。また、サークル活動の移転については、今

度利用者団体に説明する中で公民館等での活動が

可能なところについてはできる限り協力をいただ
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きたいと考えています。また、他の施設、例えば

高齢者福祉センターであるとか、そのような公の

施設についても移転できるものについては考えて

いただきたいし、高齢者生きがい創造学園の講座

についてもこの機能移転方針を検討する中ででき

る限り先行して他の施設への移行ができないかと

いうことを並行して考えていきたいと思います。 

○委員（山本健十郎） 再度サークルの人数、講

座の人数わかれば教えてください。 

○髙橋教育委員会事務局次長（社会教育課長） 

まず講座の内容についてですが、現在令和３年度

における高齢者生きがい創造学園の講座は17講座

で全講座総計として407人。令和元年度の実績と

しては実人数で349人となっています。次に高齢

者生きがい創造学園のサークル活動については、

平成30年度が56サークルで延べ参加人数が３万

3,961人、令和元年度が52サークルで延べ参加者

数が３万2,536人、令和２年度は新型コロナウイ

ルス感染症の影響もあり、令和３年２月末現在で

サークル活動の延べ参加者数は１万9,168人とな

っています。 

○委員（高塚広義） 高齢者生きがい創造学園

は、以前の説明では構造上の問題で耐震対策がで

きないとお伺いしていましたが、今回、耐震改修

をすることになった経緯についてお伺いします。

今回の工事により、今後使用できる期間、またど

の程度の揺れに対応できると想定しているのか、

お伺いします。この業務を行うにあたって、懸念

材料があればお聞かせください。 

○髙橋教育委員会事務局次長（社会教育課長） 

高齢者生きがい創造学園は、新居浜市公共施設再

編計画において、機能移転後廃止となっておりま

した。しかし、機能移転先として想定しておりま

した若宮小学校跡が、生涯活躍のまち拠点施設へ

の整備となりましたことから、機能移転が困難な

状況となりました。そこで、令和２年度、高齢者

生きがい創造学園利活用調査を実施し、その調査

の結果ですが、たしかに以前傾斜があって耐震診

断ができないのではないかということもありまし

たので、今回、専門業者に依頼して調査した結

果、現施設の耐震補強工事は可能とのことでし

た。高齢者生きがい創造学園の整備については、

耐震補強が可能ならば耐震補強工事を行い、しば

らくの間、現施設の利活用を継続する方針となっ

た次第でです。 

鉄筋コンクリート造の高齢者生きがい創造学園

施設耐用年数は、一般的にコンクリート躯体の耐

用年数である65年間とされており、本施設は、現

在、建設後48年を経過しています。今回予定して

います工事については、建物の耐用年数が延命さ

れるものではございませんので、躯体の構造上の

耐用年数を考慮した場合は17年程度となります。

耐震については、震度６強での揺れに対応できる

程度を想定しています。次に、懸念材料としまし

ては、仮に高齢者生きがい創造学園の耐震改修工

事を実施するとなりますと、施設利用者の安全を

確保するために、利用制限または利用禁止期間が

生じることとなります。 

その場合、高齢者生きがい創造学園主催でありま

す講座の運営、 そして、高齢者の皆様がいきい

きと活動されておられます各サークルの活動する

場の確保についての影響が懸念されるところでで

す。 

公民館施設環境整備事業 

○委員（合田晋一郎） 公民館施設環境整備事業

につきましても、環境施設整備という形で毎年重

点事務事業として取り組まれておりましたが、今

回工事請負費のほうが計上されていないのです

が、どのように検討されたのか、お伺いします。 

○髙橋教育委員会事務局次長（社会教育課長） 

本事業における工事については、基本的に施設の

長寿命化を図るために、全庁的に取り組んでいま

すアセットマネジメント保全計画に基づき実施し

ているところでです。アセットマネジメントに基

づく工事は、庁内全部局の課所室が所管していま

す施設を対象としており、施設の老朽化や破損状

況、緊急性を調査することにより、毎年翌年度の

施工施設、施工箇所を決定しています。令和３年

度のアセットマネジメント保全計画において、公

民館交流センターの屋上防水や外壁改修といった

工事予定はございませんでしたので、本事業の当

初予算案に工事請負費を計上していないというこ

とでです。 

  午後 ０時０１分休憩 

―――――――――― ◇ ―――――――――― 

  午後 ０時５８分再開 

―――――――――― ◇ ―――――――――― 

議案第13号 令和３年度新居浜市一般会計予算 

＜歳 入＞ 

○木俵企画部次長（財政課長）（説明） 
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＜質 疑＞ な し 

  午後 １時１１分休憩 

―――――――――― ◇ ―――――――――― 

  午後 １時１３分再開 

＜要 望＞ 

○委員（仙波憲一） 地域ポイント制度運営事業

費について、要望を申し上げます。本市の地域ポ

イント制度は、通称あかがねポイントの利活用に

伴っていますが、実用的には、ポイント制度を統

合して、広く市民に周知を図るという意味におい

ては、今後も行政の施策の方向性を指し示す意味

で、評価しています。しかし、今回のようなコロ

ナ禍の中では、特にスピード感や実効性におい

て、地域通貨としての役割を加味することが幅広

い政策の実行に使用できるツールとして利活用が

重要と思います。一つの事例として、ふるさと納

税に加えて、新居浜市に来ていただいて、地域通

貨を使ってもらうというような幅広い考え方もで

きるのではないかというふうに思います。一方、

ポイント付与によって、地域クーポンにも利用が

可能ですし、そのことによって、市内の経済の活

性化にも役立てることが可能です。そういう意味

でぜひ地域ポイント制度運営事業費について、幅

広い活用を要望します。 

○委員（黒田真徳） 公明党議員団を代表して要

望を述べさせていただきます。初めに、生活困窮

者自立支援について、支援体制の強化を図り、支

援に携わってくださる方々の負担軽減を要望しま

す。次に、防犯カメラの設置について、映像の管

理、活用において自治会員同士のトラブルになら

ないよう、法令や事例を参考に条例や規定につい

て検討されることを要望します。次に、防火対策

について、地域の皆様が、今一度防火に対する知

識、意識を高められるような啓発をよろしくお願

いします。次に、高齢者の詐欺被害防止につい

て、詐欺対策電話装置の利用促進の取組をお願い

します。次に、コロナ禍の中、ひとり親家庭・非

正規にて働く方が生活困窮に陥っています。今後

もその方に寄り添った支援を要望します。次に、

女性の就職が困難になっています。女性の就職先

開拓、女性が働きやすい職場環境になるように、

働き方改革の推進を要望します。次に、不登校問

題に対し、上部の適応指導教室の開設を要望しま

す。次に、不登校や生徒、児童の様々な問題に関

して、講演会を開いていますが、現状は全国から

講師の方が旅費も含めてすべてボランティアで行

ってくださっています。今後、講演の充実を図る

ために謝礼金を考えていただきますことを要望し

ます。次に、庁舎等整備事業について、非常用蓄

電池は現在地下に設置されています。今後想定さ

れる自然災害等による浸水災害で浸水被害とな

り、庁舎機能が麻痺しないよう、電源盤も含め設

置場所の検討を要望します。次に小中学校トイレ

洋式化及び空調設備の設置について、大規模な自

然災害等で被災された方が避難所として使用する

のが、小学校及び中学校の体育館です。特に、高

齢者や障害者等の方には洋式トイレが必要となり

ます。また、児童にとっても使い慣れた洋式トイ

レが必要となりますので、早期の整備を要望しま

す。併せて、避難所となりますので空調設備の設

置を要望します。次に、生活困窮者自立支援事業

について、国は令和３年度までに、自立支援事業

に加え、就労準備支援事業及び家計改善支援事業

との一体的実施を努力義務化されています。必要

な任意事業の導入を要望します。また、包括的な

支援体制の強化を図る中で、必要な人材の育成や

確保をお願いします。次に、コロナ感染症対策に

ついて、コロナ感染症の終息が見えていない状況

であり、再度感染拡大など否定できません。常に

コロナ感染症対策にはスピード感を持って対応し

ていただきたい。次に、個人番号カード交付事業

費において、令和４年までに市民全員の取得に鋭

意努力していただきたい。最後に、ごみステーシ

ョン適正管理推進事業費において、非自治会員の

ごみステーション使用について方向性が示された

と認識します。その反面自治会加入率の低下を心

配します。自治会加入率の回復を、新居浜市と連

合自治会と共同で取り組んでいただきたい。よろ

しくお願いします。 

○委員（合田晋一郎） 新居浜の未来を考える会

の合田です。会派を代表して９つ要望させていた

だきます。個人番号カード交付事業費について

は、今日からマイナンバーカードを使って、コン

ビニで印鑑証明書、住民票が取れるようになりま

すが、戸籍は取れるようになっていません。全国

的に見ると戸籍も取れる自治体が多くあります。

新居浜市も戸籍を取れるようにしてください。２

点目、自主防災組織活性化事業費は、呼びかけは

自治会未加入者にも声をかけて地域全体をカバー

する体制を作ってください。３つ目、放課後まな
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び塾推進事業は、宿題中心ではなく、個人個人に

対応して、つまずいているところから教え直す授

業に方針変換すべきであると考えます。猫不妊・

去勢手術補助事業費についてですが、去勢、避妊

のみでは、そのエリアの猫の総数は変わらないと

いうのが通説です。また、避妊、去勢済みの猫を

増やしたからといって、住民の野良猫に対する意

識が変わってくるとは期待できません。かえっ

て、さくら耳の猫を目当てに、地域外からやって

きて無責任に餌を与えるいわゆる餌やりさんが増

え、ひいては猫を増やすことにもなりかねないと

考えます。残飯の適切な処理など、餌になるもの

を減らす一方で、餌を適切に与え、餌場やふんな

どの清掃を行うなど、つまりは地域猫の活動が伴

わなければ、猫は減らないことは他市の事例でも

明らかです。住民の自然発生的なモラルの向上や

地域猫活動への住民意識向上に頼るのではなく、

地域猫活動への積極的な働きかけを行い、例えば

地域猫のモデル事業の実施をすべきです。今年

度、直ちに地域猫モデル事業実施が困難であれ

ば、次年度のモデル事業実施のめどをせめて市内

１カ所つけることを要望します。ごみステーショ

ン適正管理推進事業費についてですが、現在でも

各単位自治会は、非会員世帯のごみ出しは、一定

の慣例あるいは黙認などにより、認めているケー

スが多いと考えます。カメラ設置の補助金などに

より、非会員世帯のごみ出しの間口を拡大してほ

しい、ということなら理解できますが、そこに交

付金、お金が絡んでくると、本来の交付金の意図

はともかく、自治会は非会員のごみ受け入れに金

をもらっているのだから、非会員からの申し込み

を拒否できないなどの声が大きくなったり、ごみ

出しのために自治会に入っている必要がなくなる

という理由で退会したりなど、先の慣例や黙認の

ありようなども含め、大きな混乱が起こるのでは

と懸念します。非会員のごみ出し拡大に反対では

ないですが、半年間は、自治会員、非自治会員へ

の周知に取り組み、一定の市民の理解と単位自治

会の対応が見込める段階での事業スタートをさせ

ることを要望します。次に、休日夜間急患センタ

ー建設事業費ですが、ハード整備はもちろんです

が、それに付随するソフト面の充実、長期的に持

続可能である体制構築を要望します。次に、いじ

め・不登校問題等対策費ですが、適応指導教室を

市内数か所へ設置や、フリースクール開設支援な

ど、子供たちの居場所作りに対して、誰一人取り

残さない積極的な取り組みを要望します。次に小

中学校ＩＣＴ環境整備推進事業費ですが、子供た

ちが家庭にタブレットを持ち帰ることのできる体

制づくりや学校に来づらい子供たちがタブレット

により、オンラインで授業に参加できるような体

制に対しての早期対応を要望します。最後に、委

託事業、市主催のイベント運営全般についてです

が、委託事業の印刷物校正やＰＲ・紹介動画作成

や市の主催事業の運営に市内でフリーランス起業

している若者などに積極的に参画をお願いしても

らいたい。新居浜市で生活している若者に業務を

任せることで、より豊かな発想が期待できるし、

起業支援にもつながると考えます。 

○委員（井谷幸恵） 共産党の井谷幸恵です。３

点要望します。１点目、個人番号カード交付事業

費についてです。交付費は合わせて１億円余りで

す。令和４年度の末までにほとんどの国民が取得

することを目標に強化するというふうにしていま

すが、マイナンバーについて市民の理解が進まな

いうちに、保険証代わりになるとか、ポイントを

付けるなどで前のめりになっているのではと思い

ます。市のほうは、漏洩は大丈夫という風に説明

をされますが、市民の皆さんは様々な疑問を持っ

ています。なぜそんなに急ぐのかとか、社会保

障、災害対応の３分野を対象としていますが、ど

ういう風に使われるのか、高齢者にとってどんな

メリット、デメリットがあるのか、また、今国会

のほうではデジタル法案が審議されているが、個

人データが利活用されるのか、マイナンバーと関

係があるのか、マイナンバーを通じて自分の情報

が集積されることに不安を感じます。こういった

いろんな疑問などがありますが、そういうことに

対してしっかりと説明責任を果たしてくださるよ

う要望します。２点目は、エッセンシャルワーカ

ーの処遇改善についてです。介護や医療、保育な

どに携わる人はコロナ禍の中、大変な思いでぎり

ぎりのところでお仕事をされています。ある保育

園では、子供の措置費が減ったので、お給料に影

響する。また、介護現場でもこの仕事はボランテ

ィアでするなどということもあるようです。なく

てはならないケア労働に対して、他の職種並みの

手厚い処遇を要望します。３点目は、多子世帯給

食費無償化についてですが、給食費を無償化する

自治体も増えています。義務教育は無償と憲法に
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もうたわれています。子育てに安心だと人口減少

にも歯止めがかかります。新居浜市は高校生の医

療費については、県内でも先駆けて現物支給とい

うことで無償化の方向を実現した。給食費につい

ても、現在３番目から無償となっていますが、２

番目は半額補助とか、いずれは全員半額補助、全

額補助などといった方向にかじを切るよう要望し

ます。 

○委員（小野志保） ５つ要望をします。１つ目

は生活困窮者自立支援事業費についてです。コロ

ナ禍で申請相談も増加していると今回お聞きして

います。様々な寄り添い支援遂行のため、担当者

１人当たりの支援者数を減らし、職員の負担軽減

のためにも職員数を増員することを要望します。

２つ目、猫不妊・去勢手術補助事業費について、

トラップ・ニューター・リターンについての啓

発、広報にも積極的にお取組みいただき、その先

にあります地域猫につながるようお願いしますと

ともに、補助金では賄えない金額においても、ご

理解を求めていただきたいと思います。３つ目、

市民体育充実強化費について、学校体育施設開放

を利用していない地域スポーツ団体を把握する方

法を早急に確立していただくとともに、校区体育

振興会が実施する地域スポーツにおいて、団体の

意見を参考に公平に事業の運営を実施してくださ

い。そのほか、多数の学校に関する事業がござい

ました。教育職員の負担軽減のための働き方にお

いて、現場の声を是非ともお聞きください。給食

センター化についての従業員のメンタルヘルス、

問題解決、センター化に向けた人事においての不

安がたくさんあるようです。不安解消についても

取組みいただきたいと思います。 

○委員（山本健十郎） まず１つ目は、地域コミ

ュニティ再生事業についてですが、これは自治会

への予算ですが、過去、自治会の加入を進めてい

くために予算の増額をして進めた経緯がありま

す。加入率60%とも言われていますが、私は50％

を切っているのではないかという気もします。な

ぜ加入率が減少しているかなど、アンケートでの

取組もありますが、もう少し専門的に、本気で、

根気よく、強力に、総力を結集し、新居浜市の運

営で大切な日本一の自治会組織を立て直すため強

力に取り組むことを要望します。2つ目、地域づ

くり促進事業費については、市長は、校区の団体

を一元化し、地域運営組織を設立し、公民館をセ

ンター化するため、２校区のモデルを作り、第六

次長期総合計画中に設立するというような話をさ

れていましたが、これは長年にわたり頑張ってこ

られた各団体の弱体化につながります。大きな問

題を含んでいます。方向性を決めていることは、

特に重大な誤りです。自治会との協議でなく、こ

のことについては、特に地域とつながりの深い庁

内、議会、市民、各種団体との対話が必要です。

見直しも含めて事業を考えていただきたい。この

ことを強力に要望します。 

○委員（片平恵美） 日本共産党の片平恵美で

す。３点要望します。１点目、生活保護適正化事

業費について、受給者と子供の健康管理のための

基本的習慣の構築は大変重要だと思います。今後

とも丁寧なかかわりをお願いしたいと思います。

また、担当職員の増員を要望します。２点目、学

校生活介助員や支援員について、障害を持つ子供

たちが安心して学校生活を送れる保障や先生方の

負担軽減につながります。欠員状態が起きないよ

う、また、欠員があっても長引かないようお願い

します。また拡充を図ってください。３点目、コ

ロナ対策について。ＰＣＲ検査の拡充は感染拡大

防止のためにはとても重要です。必要なところか

ら検査の拡充をさらに進めていただくことを要望

します。 

○委員（伊藤謙司） 自民クラブの取りまとめ分

について、要望します。ごみステーション適正管

理推進事業費、ごみを持参した人が自治会課員か

どうかわかる証書、証明書の発行を要望します。

自治会活動費、役員のなり手不足解消のため、謝

礼やできなければ研修を兼ねた優遇措置制度など

設置してほしい。地域ポイント制度運営事業費、

公共交通の利用や自治会加入促進のためのポイン

ト発行など、各部局を横串にした自治体ポイント

のさらなる企画、協議、発行と、フレキシブルな

事業促進を図るため、早期の自走モデルを実現す

るために、地域ポイント事務局の協議会方式への

移行検討を要望します。農業振興費、小規模農家

が多いという新居浜ならではの地域特性を考慮

し、１日でも長く農業を続けてもらうために、１

人でも多く新規就農者を増やすために集荷代行事

業や飲食店マッチング事業など、新居浜に合った

もうかる農業に向けてきめ細やかな施策を要望し

ます。次に、滝の宮公園がリニューアルされます

が、その時に、赤ちゃんのおしめを替えるベッド
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を設置いただきたいと思います。また渦井なかよ

し公園に関しても、公園は設置されましたが、お

しめを替えるベッドがないとお聞きしています。

既存の公園も含めておしめを替えるベッドを設置

していただきたいことを要望します。給食センタ

ーが新しく建設されますが、自校方式の場合、魚

や野菜までも、地元で調達していると思います

が、なるべく地元の食材を使っていただくことを

要望します。次に、２年連続、統一運行中止とな

った子供太鼓台に対して、大人太鼓台と同様の持

続化支援金をお願いします。次に、愛・野球博に

関連して、令和４年のオールスターゲームに新居

浜市の子供たちが観戦できるように、実行委員

会、役員になるなど積極的な働きかけをお願いす

る。次に、生涯活躍のまち拠点施設管理運営費に

ついて、今年度から運営が始まる施設運営事業で

すが、管理運営費4,255万円と他の施設より多い

のですが、予算が多い分、ほかとは違ったカリキ

ュラムを多く行ってください。要望します。 

農道維持管理事業、事業費が１億2,000万円から

6,000万円になっているが、この事業は、農業従

事者はもとより、地元住民の生活環境確保のため

に必須であり、これまでの実績から見ても予算の

半減は了承できない。残件の早期対応を含め、ぜ

ひとも補正予算での増額を強く要望します。次

に、市単独土地改良事業、事業費が7,000万円か

ら4,000万円と大幅な減額となっていますが、当

初より事業額が少ない上、事業の実績を考慮する

と積み残しが多く発生しています。補正予算での

増額を要望します。最後に、ごみステーション適

正管理推進事業、事業費2,708万円は、単位自治

会がごみステーションの適正な管理を維持するた

めの支援です。しかし、非自治会員も自治会管理

のステーションを利用することを可能とすること

から、今後ますます、自治会加入率の減少、自治

会加入者の脱退増加や自治会の存続意義低下が懸

念されます。事業実施にあたっては、市として市

連合自治会役員だけでなく、単位自治会並びに非

自治会員に対し、十分説明責任を果たしてお互い

に理解した上で実施するよう強く要望します。 

＜採 決＞ 

議案第13号 賛成多数 原案可決 

  午後 １時３８分休憩 

―――――――――― ◇ ―――――――――― 

  午後 １時３９分再開 

議案第20号 令和３年度新居浜市水道事業会計

予算 

○神野上下水道局次長（企業経営課長）（説明） 

＜質 疑＞ 

○委員（伊藤謙司） 災害に備えた耐震化などの

設備整備等が必要であると思いますが、水道料金

収入は減少傾向であると思われます。未収金の状

況はどうなっているのか、またその削減に向けて

どう取り組んでいるのかお教えください。 

○高橋上下水道局次長（企業総務課長） 水道料

金の未収金の状況でですが、直近10年間における

現年分の徴収率は約99.0%から約99.9%と0.9ポイ

ント上昇し、現年未収額としては約1,700万円か

ら約200万円に減少しています。次に、未収金の

削減に向けましては、未納者に対して自主納付を

促すよう現地訪問等の対応を行った上で、新規の

滞納分を発生させないことを最優先にし、給水停

止手続の徹底を引き続き行ってまいります。 

＜要 望＞ な し 

＜採 決＞ 

議案第20号 全会一致 原案可決 

―――――――――― ◇ ―――――――――― 

議案第21号 令和３年度新居浜市工業用水道事

業会計予算 

○神野上下水道局次長（企業経営課長）（説明） 

＜質 疑＞ な し 

＜要 望＞ な し 

＜採 決＞ 

議案第21号 全会一致 原案可決 

―――――――――― ◇ ―――――――――― 

議案第22号 令和３年度新居浜市公共下水道事

業会計予算 

○神野上下水道局次長（企業経営課長）（説明） 

＜質 疑＞ 

○委員（伊藤謙司） 来年度に予定している汚

水、雨水の主要な建設改良事業はどういったこと

ですか。また、新居浜市公共下水道事業経営戦略

を３月に策定予定とのことですが、令和３年度の

予算策定において、どういったところに特に配慮

されましたか。 

○牧谷上下水道局総括次長（下水道建設課長） 

来年度に予定している汚水、雨水の主な建設改良

事業についてですが、汚水については、国の交付

金事業として下郷汚水枝線築造工事第１工区、ほ

か６件と市単独事業として萩生第１工区管路施設
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工事ほか17件の合わせた約3.8キロメートルの汚

水整備を予定しています。また、下水処理場で

は、国の交付金事業として令和２年度から令和４

年度の継続事業で、機械棟の耐震補強工事と長寿

命化を図るために飛散性のアスベスト除去、屋上

防水、外壁塗装、建具改修等の改築工事を同時施

工します。次に、雨水については、国の交付金事

業として江の口１号雨水枝線築造工事第１工区、

ほか２件と市単独事業として河内町第１工区雨水

施設工事ほか３件の合わせた約0.7キロメートル

の雨水整備を予定しています。また、江の口雨水

ポンプ場の自動除塵機２基、主ポンプ盤６基の更

新とその電気設備機能の増設並びに土場雨水ポン

プ場の沈砂池設備及び雨水ポンプ設備のリレー盤

やポンプ井水位計の更新を予定しています。 

○神野上下水道局次長（企業経営課長） 令和３

年度予算におきまして特に配慮した点について

は、１点目として、経営戦略の基本方針である安

定した下水処理と持続可能な下水道経営に基づき

まして、施設の老朽化対策への投資と、財政の健

全性のバランスに配慮した予算編成を行っていま

す。２点目としては、将来世代に過大な負担を残

さないよう企業債残高を抑制するために、新規の

発行額を元金償還額の範囲内に抑制しています。

３点目として、公共下水道事業は、雨水事業への

負担金や汚水事業への補助金など、一般会計から

の繰入金によって賄われていますが、一般会計に

過大な負担がかからないよう、一般会計繰入金も

抑制しています。 

＜要 望＞ な し 

＜採 決＞ 

議案第22号 全会一致 原案可決 

 

 午後 １時５６分閉会 

 


